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ＩＭＦによる世界経済見通し
（2020/10月）
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実質ＧＤＰ
図表２

（出所）内閣府

（季節調整済、前期比、％）
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ソフトウェア投資計画（短観）
図表３

（出所）日本銀行
（注）全産業全規模の値。ソフトウェア投資額は、無形固定資産への新規計上額ベース。

（前年比、％）
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（出所）厚生労働省、総務省

労働環境
図表４

（出所）日本銀行

【雇用人員判断ＤＩ（短観）】 【有効求人倍率、失業率】

年
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消費者物価指数

（出所）総務省
（注）2014/4月の消費税率引き上げの影響を除く。

（前年比、％）
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（出所）日本銀行

（注）日本銀行スタッフによる推計値。

図表６

需要超過（物価上昇圧力）

供給力超過（物価低下圧力）
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予想物価上昇率
図表７

（前年比、年率平均、％）

（出所）日本銀行
（注）家計は、修正カールソン・パーキン法による。

企業は、全産業全規模ベースの物価全般の見通し（平均値）。
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展望レポートの経済・物価見通し
（2020/10月）

図表８

（出所）日本銀行
（注） 各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、最大値と最小値を1個ずつ除いて、幅で示したものであり、

その幅は、予測誤差などを踏まえた見通しの上限・下限を意味しない。

（対前年度比、％。なお、＜ ＞内は政策委員見通しの中央値）



日本銀行の新型コロナ対応
図表９

企業等の資金繰り支援

新型コロナ対応資金繰り支援特別プログラム ： 総枠約１４０兆円＋α

ＣＰ・社債等の買入れ ： 残高上限約２０兆円（従来は約５兆円）

新型コロナ対応金融支援特別オペ ： 約１２０兆円

金融市場の安定確保

円貨および外貨を潤沢かつ弾力的に供給

国債のさらなる積極的な買入れ：無制限

米ドル資金供給オペ拡充：無制限

資産市場におけるリスク・プレミアムの抑制

ＥＴＦ・Ｊ－ＲＥＩＴの積極的な買入れ

ＥＴＦ ：年間約６兆円ペース → 当面、上限年間約１２兆円ペース

Ｊ－ＲＥＩＴ：年間約900億円ペース → 当面、上限年間約1,800億円ペース
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